
注記 1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針1.引当金の計上基準 その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針

（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準

徴収不能引当金徴収不能引当金徴収不能引当金徴収不能引当金徴収不能引当金

未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収入金の徴収不能額 に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。

退職給与引当金退職給与引当金退職給与引当金退職給与引当金退職給与引当金

退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。退職金の支給に備えるため、 次のとおり 計上している。

1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金1.短期大学教職員 の退職金の支給に備えるため、 期末要支給額 109,325,890 円 の100％を 基にして、 私立大学退職金

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

  
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額 を加減した金額を計上している。

2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で2.短期大学を除く教職員の期末要支給額 2,129,407,018 円 は、千葉県私立学校教育振興財団 よりの交付金と同額で

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

  
あるため、 退職給与引当金 は計上していない。

（2）その他の重要な会計方針（2）その他の重要な会計方針（2）その他の重要な会計方針（2）その他の重要な会計方針（2）その他の重要な会計方針（2）その他の重要な会計方針（2）その他の重要な会計方針（2）その他の重要な会計方針（2）その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法

1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。1.満期保有目的有価証券 の評価基準は償却原価法 である。

2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。2.その他の有価証券 の評価基準及 び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準

1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、1.外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場により円換算しており、 外貨建長期金銭債権債務 については、
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取得時又は発生時の為替相場により円換算している。

　
取得時又は発生時の為替相場により円換算している。

　
取得時又は発生時の為替相場により円換算している。

　
取得時又は発生時の為替相場により円換算している。

　
取得時又は発生時の為替相場により円換算している。

　
取得時又は発生時の為替相場により円換算している。

　
取得時又は発生時の為替相場により円換算している。

　
取得時又は発生時の為替相場により円換算している。

2.重要な会計方針の変更等2.重要な会計方針の変更等2.重要な会計方針の変更等2.重要な会計方針の変更等2.重要な会計方針の変更等2.重要な会計方針の変更等2.重要な会計方針の変更等2.重要な会計方針の変更等

当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準当年度から、学校法人会計基準 の一部を改正する省令（令和6年度文部科学省令第28号） に基づく改正後の学校法人会計基準

（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。（昭和46年文部省令第18号） を適用し、計算書類及びその附属明細書 の様式を変更している。

3.固定資産の減価償却額の累計額の合計額3.固定資産の減価償却額の累計額の合計額3.固定資産の減価償却額の累計額の合計額3.固定資産の減価償却額の累計額の合計額3.固定資産の減価償却額の累計額の合計額3.固定資産の減価償却額の累計額の合計額3.固定資産の減価償却額の累計額の合計額3.固定資産の減価償却額の累計額の合計額3.固定資産の減価償却額の累計額の合計額3.固定資産の減価償却額の累計額の合計額3.固定資産の減価償却額の累計額の合計額3.固定資産の減価償却額の累計額の合計額3.固定資産の減価償却額の累計額の合計額 10,565,144,52210,565,144,52210,565,144,52210,565,144,52210,565,144,52210,565,144,522 円

4.金銭債権の徴収不能引当金 の合計額4.金銭債権の徴収不能引当金 の合計額4.金銭債権の徴収不能引当金 の合計額4.金銭債権の徴収不能引当金 の合計額4.金銭債権の徴収不能引当金 の合計額4.金銭債権の徴収不能引当金 の合計額4.金銭債権の徴収不能引当金 の合計額4.金銭債権の徴収不能引当金 の合計額4.金銭債権の徴収不能引当金 の合計額4.金銭債権の徴収不能引当金 の合計額4.金銭債権の徴収不能引当金 の合計額 0 円

5.担保に供されている 資産の種類及び額5.担保に供されている 資産の種類及び額5.担保に供されている 資産の種類及び額5.担保に供されている 資産の種類及び額5.担保に供されている 資産の種類及び額5.担保に供されている 資産の種類及び額5.担保に供されている 資産の種類及び額5.担保に供されている 資産の種類及び額5.担保に供されている 資産の種類及び額5.担保に供されている 資産の種類及び額5.担保に供されている 資産の種類及び額5.担保に供されている 資産の種類及び額 なしなしなし

6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額6.翌会計年度以後 の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる 金額 0 円

7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策7.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策

第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

8.セグメント 情報8.セグメント 情報8.セグメント 情報8.セグメント 情報8.セグメント 情報8.セグメント 情報

セグメントセグメントセグメントセグメント
昭和学院短期大学昭和学院短期大学昭和学院短期大学昭和学院短期大学昭和学院短期大学昭和学院短期大学昭和学院短期大学

幼稚園・小学校・幼稚園・小学校・幼稚園・小学校・幼稚園・小学校・幼稚園・小学校・幼稚園・小学校・幼稚園・小学校・
法人法人法人法人法人法人法人 合計合計合計合計合計合計

科目科目
昭和学院短期大学昭和学院短期大学昭和学院短期大学昭和学院短期大学昭和学院短期大学昭和学院短期大学昭和学院短期大学

中学校・高等学校中学校・高等学校中学校・高等学校中学校・高等学校中学校・高等学校中学校・高等学校中学校・高等学校
法人法人法人法人法人法人法人 合計合計合計合計合計合計

教育活動収入計教育活動収入計教育活動収入計教育活動収入計教育活動収入計教育活動収入計 373,334,356373,334,356373,334,356373,334,356373,334,356373,334,356373,334,356 4,625,251,4184,625,251,4184,625,251,4184,625,251,4184,625,251,4184,625,251,4184,625,251,418 33,897,34933,897,34933,897,34933,897,34933,897,34933,897,34933,897,349 5,032,483,1235,032,483,1235,032,483,1235,032,483,1235,032,483,1235,032,483,123

教育活動支出計教育活動支出計教育活動支出計教育活動支出計教育活動支出計教育活動支出計 482,274,236482,274,236482,274,236482,274,236482,274,236482,274,236482,274,236 4,596,583,6214,596,583,6214,596,583,6214,596,583,6214,596,583,6214,596,583,6214,596,583,621 110,761,451110,761,451110,761,451110,761,451110,761,451110,761,451110,761,451 5,189,619,3085,189,619,3085,189,619,3085,189,619,3085,189,619,3085,189,619,308

教育活動収支差額教育活動収支差額教育活動収支差額教育活動収支差額教育活動収支差額教育活動収支差額 △108,939,880△108,939,880△108,939,880△108,939,880△108,939,880△108,939,880△108,939,880 28,667,79728,667,79728,667,79728,667,79728,667,79728,667,79728,667,797 △76,864,102△76,864,102△76,864,102△76,864,102△76,864,102△76,864,102△76,864,102 △157,136,185△157,136,185△157,136,185△157,136,185△157,136,185△157,136,185

教育活動外収支差額教育活動外収支差額教育活動外収支差額教育活動外収支差額教育活動外収支差額教育活動外収支差額 0000000 0000000 948,534,668948,534,668948,534,668948,534,668948,534,668948,534,668948,534,668 948,534,668948,534,668948,534,668948,534,668948,534,668948,534,668

経常収支差額経常収支差額経常収支差額経常収支差額経常収支差額経常収支差額 △108,939,880△108,939,880△108,939,880△108,939,880△108,939,880△108,939,880△108,939,880 28,667,79728,667,79728,667,79728,667,79728,667,79728,667,79728,667,797 871,670,566871,670,566871,670,566871,670,566871,670,566871,670,566871,670,566 791,398,483791,398,483791,398,483791,398,483791,398,483791,398,483

特別収支差額特別収支差額特別収支差額特別収支差額特別収支差額特別収支差額 4,019,6634,019,6634,019,6634,019,6634,019,6634,019,6634,019,663 44,235,93344,235,93344,235,93344,235,93344,235,93344,235,93344,235,933 1,020,494,1041,020,494,1041,020,494,1041,020,494,1041,020,494,1041,020,494,1041,020,494,104 1,068,749,7001,068,749,7001,068,749,7001,068,749,7001,068,749,7001,068,749,700

基本金組入前当年度収支差額基本金組入前当年度収支差額基本金組入前当年度収支差額基本金組入前当年度収支差額基本金組入前当年度収支差額基本金組入前当年度収支差額 △104,920,217△104,920,217△104,920,217△104,920,217△104,920,217△104,920,217△104,920,217 72,903,73072,903,73072,903,73072,903,73072,903,73072,903,73072,903,730 1,892,164,6701,892,164,6701,892,164,6701,892,164,6701,892,164,6701,892,164,6701,892,164,670 1,860,148,1831,860,148,1831,860,148,1831,860,148,1831,860,148,1831,860,148,183

基本金組入額合計基本金組入額合計基本金組入額合計基本金組入額合計基本金組入額合計基本金組入額合計 △24,364,607△24,364,607△24,364,607△24,364,607△24,364,607△24,364,607△24,364,607 △540,717,640△540,717,640△540,717,640△540,717,640△540,717,640△540,717,640△540,717,640 △2,925,988,434△2,925,988,434△2,925,988,434△2,925,988,434△2,925,988,434△2,925,988,434△2,925,988,434 △3,491,070,681△3,491,070,681△3,491,070,681△3,491,070,681△3,491,070,681△3,491,070,681

当年度収支差額当年度収支差額当年度収支差額当年度収支差額当年度収支差額当年度収支差額 △129,284,824△129,284,824△129,284,824△129,284,824△129,284,824△129,284,824△129,284,824 △467,813,910△467,813,910△467,813,910△467,813,910△467,813,910△467,813,910△467,813,910 △1,033,823,764△1,033,823,764△1,033,823,764△1,033,823,764△1,033,823,764△1,033,823,764△1,033,823,764 △1,630,922,498△1,630,922,498△1,630,922,498△1,630,922,498△1,630,922,498△1,630,922,498

9.重要な偶発債務9.重要な偶発債務9.重要な偶発債務9.重要な偶発債務9.重要な偶発債務9.重要な偶発債務 なしなしなし

10.子法人に関する事項10.子法人に関する事項10.子法人に関する事項10.子法人に関する事項10.子法人に関する事項10.子法人に関する事項10.子法人に関する事項 なしなしなし

11.学校法人の出資による会社に係る事項11.学校法人の出資による会社に係る事項11.学校法人の出資による会社に係る事項11.学校法人の出資による会社に係る事項11.学校法人の出資による会社に係る事項11.学校法人の出資による会社に係る事項11.学校法人の出資による会社に係る事項11.学校法人の出資による会社に係る事項11.学校法人の出資による会社に係る事項11.学校法人の出資による会社に係る事項11.学校法人の出資による会社に係る事項11.学校法人の出資による会社に係る事項 なしなしなし

12.関連当事者との取引の内容に関する事項12.関連当事者との取引の内容に関する事項12.関連当事者との取引の内容に関する事項12.関連当事者との取引の内容に関する事項12.関連当事者との取引の内容に関する事項12.関連当事者との取引の内容に関する事項12.関連当事者との取引の内容に関する事項12.関連当事者との取引の内容に関する事項12.関連当事者との取引の内容に関する事項12.関連当事者との取引の内容に関する事項12.関連当事者との取引の内容に関する事項12.関連当事者との取引の内容に関する事項12.関連当事者との取引の内容に関する事項 なしなしなし

13.学校法人間の財務取引13.学校法人間の財務取引13.学校法人間の財務取引13.学校法人間の財務取引13.学校法人間の財務取引13.学校法人間の財務取引13.学校法人間の財務取引13.学校法人間の財務取引 なしなしなし

14.重要な後発事象14.重要な後発事象14.重要な後発事象14.重要な後発事象14.重要な後発事象14.重要な後発事象 なしなしなし



15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項15.その他財政及 び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（1）有価証券の時価情報（1）有価証券の時価情報（1）有価証券の時価情報（1）有価証券の時価情報（1）有価証券の時価情報（1）有価証券の時価情報（1）有価証券の時価情報（1）有価証券の時価情報

① 総括表① 総括表① 総括表① 総括表 (単位 円)(単位 円)(単位 円)(単位 円)

当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)

貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時    価時    価時    価時    価時    価時    価時    価 差    額差    額差    額差    額差    額差    額差    額

時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの 10,114,396,95410,114,396,95410,114,396,95410,114,396,95410,114,396,954 11,927,022,56711,927,022,56711,927,022,56711,927,022,56711,927,022,567 1,812,625,6121,812,625,6121,812,625,6121,812,625,612

(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券) ( 10,075,976,31210,075,976,31210,075,976,31210,075,976,31210,075,976,312 ) ( 11,887,262,56711,887,262,56711,887,262,56711,887,262,56711,887,262,567 ) (( 1,811,286,2551,811,286,2551,811,286,2551,811,286,255 )

時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの 4,727,740,2764,727,740,2764,727,740,2764,727,740,2764,727,740,276 4,602,882,2664,602,882,2664,602,882,2664,602,882,2664,602,882,266 △△ 124,858,010124,858,010124,858,010124,858,010

(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券) ( 3,688,875,1763,688,875,1763,688,875,1763,688,875,1763,688,875,176 ) ( 3,564,017,1663,564,017,1663,564,017,1663,564,017,1663,564,017,166 ) ( △ 124,858,010124,858,010124,858,010124,858,010 )

合             計合             計合             計合             計合             計合             計合             計合             計合             計合             計合             計合             計 14,842,137,23014,842,137,23014,842,137,23014,842,137,23014,842,137,230 16,529,904,83316,529,904,83316,529,904,83316,529,904,83316,529,904,833 1,687,767,6031,687,767,6031,687,767,6031,687,767,603

(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券)(うち満期保有目的 の債券) ( 13,764,851,48813,764,851,48813,764,851,48813,764,851,48813,764,851,488 ) ( 15,451,279,73315,451,279,73315,451,279,73315,451,279,73315,451,279,733 ) (( 1,686,428,2451,686,428,2451,686,428,2451,686,428,245 )

時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券 －－－－－

有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計 14,842,137,23014,842,137,23014,842,137,23014,842,137,23014,842,137,230

② 明細表② 明細表② 明細表② 明細表 (単位 円)(単位 円)(単位 円)(単位 円)

当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)当年度(令和8年3月31日)

貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時    価時    価時    価時    価時    価時    価時    価 差    額差    額差    額差    額差    額差    額差    額

債券債券債券債券債券債券債券債券債券債券債券債券 13,764,851,48813,764,851,48813,764,851,48813,764,851,48813,764,851,488 15,451,279,73315,451,279,73315,451,279,73315,451,279,73315,451,279,733 1,686,428,2451,686,428,2451,686,428,2451,686,428,245

株式株式株式株式株式株式株式株式株式株式株式株式 38,420,64238,420,64238,420,64238,420,64238,420,642 39,760,00039,760,00039,760,00039,760,00039,760,000 1,339,3581,339,3581,339,3581,339,3581,339,358

投資信託投資信託投資信託投資信託投資信託投資信託投資信託投資信託投資信託投資信託投資信託投資信託 969,146,319969,146,319969,146,319969,146,319969,146,319 969,146,319969,146,319969,146,319969,146,319969,146,319 0000

その他その他その他その他その他その他その他その他その他その他その他その他 69,718,78169,718,78169,718,78169,718,78169,718,781 69,718,78169,718,78169,718,78169,718,78169,718,781 00000

合             計合             計合             計合             計合             計合             計合             計合             計合             計合             計合             計合             計 14,842,137,23014,842,137,23014,842,137,23014,842,137,23014,842,137,230 16,529,904,83316,529,904,83316,529,904,83316,529,904,83316,529,904,833 1,687,767,6031,687,767,6031,687,767,6031,687,767,603

時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券 －－－－－

有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計有 価 証 券 合 計 14,842,137,23014,842,137,23014,842,137,23014,842,137,23014,842,137,230

（2）補助活動は総額主義を採用している。（2）補助活動は総額主義を採用している。（2）補助活動は総額主義を採用している。（2）補助活動は総額主義を採用している。（2）補助活動は総額主義を採用している。（2）補助活動は総額主義を採用している。（2）補助活動は総額主義を採用している。（2）補助活動は総額主義を採用している。（2）補助活動は総額主義を採用している。（2）補助活動は総額主義を採用している。（2）補助活動は総額主義を採用している。（2）補助活動は総額主義を採用している。（2）補助活動は総額主義を採用している。



固 定 資 産 明 細 書
令和７年　４月　１日から

令和８年　３月３１日まで
学校法人　昭和学院

(単位　円)

科　　　　　目 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 減価償却額の累計額 差 引 期 末 残 高 摘          要

　土　　　　　地 6,456,039,991 0 0 6,456,039,991 6,456,039,991

　建　　　　　物 18,387,629,901 297,753,500 0 18,685,383,401 7,792,299,439 10,893,083,962

　構　　築　　物 2,409,916,669 19,800,000 1,499,040 2,428,217,629 1,681,633,938 746,583,691

　教育研究用機器備品 1,416,344,399 141,763,720 42,998,328 1,515,109,791 1,045,894,362 469,215,429

　管理用機器備品 45,279,651 1,248,274 5,481,086 41,046,839 34,686,393 6,360,446

　図　　　　　書 333,218,731 6,248,115 2,424,214 337,042,632 － 337,042,632

　建 設 仮 勘 定 124,575,000 2,588,414,140 0 2,712,989,140 2,712,989,140

計 29,173,004,342 3,055,227,749 52,402,668 32,175,829,423 10,554,514,132 21,621,315,291

　第２号基本金引当特定資産 2,760,000,000 3,160,000,000 2,760,000,000 3,160,000,000 － 3,160,000,000 第2号基本金組入れ計画に係る組入れ

　第３号基本金引当特定資産 1,630,000,000 1,710,000,000 1,630,000,000 1,710,000,000 － 1,710,000,000 第3号基本金組入れ計画に係る組入れ

　修繕引当特定資産 260,000,000 260,000,000 260,000,000 260,000,000 － 260,000,000

　退職給与引当特定資産 122,000,000 0 0 122,000,000 － 122,000,000

　減価償却引当特定資産 9,060,881,295 8,634,851,488 9,060,881,295 8,634,851,488 － 8,634,851,488

計 13,832,881,295 13,764,851,488 13,710,881,295 13,886,851,488 － 13,886,851,488

　電 話 加 入 権 455,500 0 0 455,500 － 455,500

　施 設 利 用 権 6,468,000 0 0 6,468,000 6,467,998 2

　有  価  証  券 38,420,642 17,898,995,998 17,898,995,998 38,420,642 － 38,420,642 債券購入 満期償還

　長 期 貸 付 金 2,880,000 720,000 1,080,000 2,520,000 － 2,520,000

　長 期 前 払 金 10,800,560 0 7,203,087 3,597,473 － 3,597,473

　ソフトウェア 4,024,969 8,245,600 0 12,270,569 4,162,392 8,108,177

計 63,049,671 17,907,961,598 17,907,279,085 63,732,184 10,630,390 53,101,794

　合　　　計 43,068,935,308 34,728,040,835 31,670,563,048 46,126,413,095 10,565,144,522 35,561,268,573
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借 入 金 明 細 書
令和７年　４月　１日から

令和８年　３月３１日まで
学校法人　昭和学院

(単位　円)

借　　　入　　　先 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 返 済 期 限 摘          要

公的 金融機関 0 0 00

市中 金融機関 0 0 00

その他 0 0 00

計 0 0 00

公的 金融機関 0 0 00

市中 金融機関 0 0 00

その他 0 0 00

小 計 0 0 00

返済期限が１年以内の長期借入金 0 0 00

計 0 0 00

合　　　　計 0 00 0

長

期

借

入

金

短

期

借

入

金



基 本 金 明 細 書
令和７年　４月　１日から

令和８年　３月３１日まで
学校法人　昭和学院

(単位　円)

事　　　　　項 要　組　入　高 組　入　高 未　組　入　高 摘　　　要

第 １ 号 基 本 金

  前期繰越高 29,183,952,811 29,183,952,811 0

  当期組入対象額

    1.建　　　　　物 297,753,500 297,753,500

    2.構　　築　　物 19,800,000 19,800,000

    3.教育研究用機器備品 141,763,720 141,763,720

    4.管理用機器備品 1,248,274 1,248,274

    5.図　　　　　書 6,248,115 6,248,115

    6.建 設 仮 勘 定 2,588,414,140 2,588,414,140

    7.ソフトウェア 8,245,600 8,245,600

            計 3,063,473,349 3,063,473,349 0

  当期取崩対象額

    1.構　　築　　物 △ 1,499,040 △ 1,499,040

    2.教育研究用機器備品 △ 42,998,328 △ 42,998,328

    3.管理用機器備品 △ 5,481,086 △ 5,481,086

    4.図　　　　　書 △ 2,424,214 △ 2,424,214

            計 △ 52,402,668 △ 52,402,668 0

  当期組入額 3,011,070,681 3,011,070,681 0

  当期末残高 32,195,023,492 32,195,023,492 0

第 ２ 号 基 本 金

  前期繰越高 2,760,000,000

  当期組入対象額 400,000,000

  当期組入額 400,000,000

  当期末残高 3,160,000,000

第 ３ 号 基 本 金

  前期繰越高 1,630,000,000

  当期組入対象額 80,000,000

  当期組入額 80,000,000

  当期末残高 1,710,000,000

第 ４ 号 基 本 金

  前期繰越高 323,000,000 323,000,000 0

  当期末残高 323,000,000 323,000,000 0

合             計

  前期繰越高 33,896,952,811 0

  当期組入額 3,491,070,681

  当期末残高 37,388,023,492 0



第２号基本金の組入れに係る計画集計表

学校法人　昭和学院

(単位　円)

番号 計画の名称 第２号基本金当期末残高

01 短期大学校舎建設計画 3,160,000,000

計 3,160,000,000



第３号基本金の組入れに係る計画集計表

学校法人　昭和学院

(単位　円)

番号 基金の名称 第３号基本金引当特定資産運用収入 第３号基本金当期末残高

01 学校法人昭和学院経営基金 0 0

02 学校法人昭和学院経営基金　昭和学院秀英高等学校 48,170,916 1,050,000,000

03 学校法人昭和学院経営基金　昭和学院秀英中学校 43,042,736 660,000,000

計 91,213,652 1,710,000,000


